
林	 デジタル化という中でどの産

業も非常に大きな変化を感じてい

ます。トヨタ自動車は、「自動車業

界が直面する100年に1度の大変

革期」として、全力で立ち向かって

います。日本の金融機関も変革を迫

られていると思いますが、その動き

は、欧米と比較するとやや緩やかな

印象があります。その辺りについ

て、どう見ていらっしゃいますか。

佐々木	 イノベーションあるいはデ

ジタライゼーションということで

いうと、いろんな面で日本の金融

機関と海外、特にG-SIFIsの間には

ギャップがあると思いますし、その

ギャップがどんどん広がっていると

いう印象です。

　これは幾つかの分野があり、一つ

はITリスク管理です。ITリスク管

理というと、従来はシステム障害の

対応を指していましたが、今はそれ

はごく一部に過ぎません。ビジネ

ス戦略の変化に応じてIT戦略を練

ることが重要となっており、ここ数

年、「ITリスク」ではなく、「ITガ

バナンス」という言葉を使っていま

す。この「ITガバナンス」が間に

イノベーションにみる
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とビジネスがなかなか結びついてい

ないのかもしれません。

　また、顧客情報に関して、人を特

定することにすごくナーバスになっ

ています。ITの世界では、匿名の

まま異常値を検知することも可能で

す。そういうところに対して、規制

の目から見ると、どのように感じら

れますか。

佐々木	 まず、検出する上でのロ

ジックにおいて、必ずしも固有名詞

になっていなくてもいいと思いま

す。例えば、証券市場の監視では、

最初から固有名詞で見ているわけで

はありません。絞り込んだ最終段階

で、個別の取引や顧客名を把握する

必要はあるでしょう。逆に、膨大な

データの中からいかに絞り込んで異

常値を検出するかの重要性が増して

くると思います。データアナリティ

クスであったり、AIであったり、

そういう技術の中でどんどん洗練さ

れていくのだろうと思います。

林	 イノベーションが進むと、当局

の考え方や、規制のあり方も変わっ

てくるかと思います。既に、フィン

テックの振興ですとか、監督局と検

査局の統合、オンオフ一体化のモニ

タリングといったことに着手されて

います。この辺りは、どのような時

間軸で変えていこうとされているの

でしょうか。

佐々木	 民間企業では当たり前だと

思いますが、会社を取り巻く環境が

変われば、それに合わせて仕事のや

り方を変え、商品を変え、組織を変

Better Bankから、金融機関が金

融サービス提供の主体でなくなる

Disintermediated Bankまでが描

かれています。金融機関の方々と話

をすると「どこになってしまうだろ

う」という話題がよくでます。

佐々木	 今までの金融機関のビジネ

スモデルは、供給者サイドの論理で

した。しかし、イノベーションを通

して、主権は消費者や利用者にある

ビジネスモデルに変化しています。

　特に非金融の分野から新しいサー

ビスやプレーヤーが入ってくると、

規制がない人たちとある人たちの間

でのレベルプレーン・フィールドの

問題が生じるかもしれませんが、規

制に守られているから存在している

ようなビジネスはサステナビリティ

が保てなくなるのではないでしょう

か。そういうディスラプションが起

きていると思います。

林	 ビジネスの主権が、消費者や利

用者にうつる中で、そうしたお客様

に関する情報量の多寡が、サービス

提供者側のビジネス拡大に影響を及

ぼすのではないかと思います。

佐々木	 今後は、顧客のニーズは何

か、顧客のライフスタイルはどうか

といった情報が非常に重要になって

きます。そういう情報を金融機関は

どれだけ持っているか。IT企業や

プラットフォームを提供しているよ

うな企業が持っている情報と比較す

ると、相当差があると思います。結

局、その情報量、特に顧客に関する

情報がビジネスを左右すると思い

ます。

林	 金融機関の顧客管理システム

は、取引を管理するためのものでし

たので、そこに蓄積されている情報

合っていないように感じます。

　例えば、メガバンクはこの10年

余りの間に、統合を含め海外業務の

強化を図っています。しかし、IT

戦略がそれに追いついていません。

海外拠点を統合しているけれども、

海外で使っているシステムは20年

前、30年前のままという例もあり

ます。金融庁としては、こうしたIT

ガバナンスの構築について、7～8

年前くらいから言ってきています。

　しかし、今はもっと変わってきて

います。ITのイノベーションが急

速に進んで、金融機関以外の世界か

ら、金融の分野にどんどん侵食して

きています。よくいわれるビジネス

ディスラプションとかビジネストラ

ンスフォーメーションという状況に

なってきているわけです。

　先ほどの ITガバナンスの面で

も、外資系や海外の主要なプレー

ヤーと比べて相当差があると感じて

いますが、ビジネストランスフォー

メーションになると、もっと差が開

いているのではないでしょうか。

　もう一つの分野が、セキュリティ

です。特にサイバーセキュリティ

です。外資系の金融機関の幹部に

ビジネスの課題を聞くと、間違いな

くトップ3の中にサイバーセキュリ

ティが入ります。これは政府、監督

当局もそれなりに対応をしてきて

いますが、最先端プレーヤーとの

ギャップは開いていると感じます。

林	 昨年バーゼル銀行監督委員会が

公表した提言書の中に、FinTech

が普及する中で、銀行業がどう変

容するかについて5つのシナリオが

示されました。現在の銀行が残っ

て、金融サービスの高度化を図る

イノベーションを促進する
ための規制当局の変革
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イノベーションが進めば
あらゆるものが
グローバル化されます

えるといった改革を遂行します。役

所の改革は民間に比べると相当差が

あるように思います。

　金融庁がみている分野は、特にイ

ノベーションの動きが早いです。従

来の検査・監督のやり方では追いつ

きません。そしてイノベーションが

進めば必然的にあらゆるものがグ

ローバル化されます。そうします

と、われわれの仕事のやり方も、ス

ピードをあげて、もっと変革してい

く必要があります。それには、まず

は業務を見直す必要があります。

　業務を見直すのに合わせ、組織も

見直さなくてはなりません。そし

て、組織を担うのは最終的には人

ですから、人事の在り方や人材の育

成・採用の仕方も見直す必要があり

ます。そして、今申し上げた業務、

組織、人がワークするためには、や

はりインフラとしてのITがないと

駄目なわけです。ですので、金融庁

は今、業務と組織と人とそれから

ITインフラ、この四位一体の改革に

取り組んでいます。

　業務の改革については、この数

年、検査・監督のオンオフ一体化を

進めてきました。こうした業務の見

直しをまず進め、それに併せた組織

の見直しを、今度の夏に予定してい

ます。

　人の改革になると、これは時間が

サステナブルではないと思います。

　われわれは金融機関を監督する立

場ではありますが、彼らのクライア

ントではありません。金融機関が、

競争を勝ち抜くにあたって考えなく

てはいけないのは、お客様や、ビジ

ネスの競争相手です。競争相手も、

既存の金融機関だけではなく、非金

融の人たちも入ってきています。

　ですから、自分の問題としてオー

ナーシップを持ってやっていかない

と、日本の金融の力が強くなる方向

には働かないと思います。

林	 そのほか、金融庁が取り組まな

くてはいけないと考えていることは

ありますか。

佐々木	 金融庁は政府の一つの組織

ではありますが、われわれの競争相

手は他の省庁ではなく、海外の当局

だと思っています。ひょっとすると

そういう金融当局でもなくて、非金

融の世界の人たちが競争相手なのか

もしれません。そういう覚悟で仕事

をしていかないと、われわれの仕事

はなくなってしまうと思います。そ

れこそAIなどに取って代わられて

しまって、金融庁自身のディスラプ

ションであり、ビジネストランス

フォーメーションを迫られるかもし

れません。

林	 そうすると、佐々木さんが進め

られた監査監督機関国際フォーラム

（IFIAR）の事務局を東京に誘致し

たことも、グローバル化への対応の

一環ですね。

佐々木	 日本は、金融の分野に限り

ませんが、国際基準を作ることが得

意ではないように思います。国際基

準は欧米の先進国が作り、それを後

追いで対応する。明治以来そういう

かかるところです。もちろん、基本

的な方針や考え方をつくることはで

きます。しかし、それに合わせて人

を育成していくには5年、10年ある

いはもっとかかるかもしれません。

林	 人の改革には、民間とのロー

テーションも含めて今まで以上に

新たな試みが必要なのかもしれま

せん。

佐々木	 そうですね。どうしても公

務員制度の中での運用になるので

制約はありますが、年功序列の見

直し、専門性の更なる強化、そのた

めのインセンティブやキャリアパ

スの見直し、また、既に「金融行政

方針」の中でも公表していますが、

360度評価の導入、幹部のコンピ

タンシーの作成など、新しいことを

採り入れていく必要があると思い

ます。

林	 オンオフ一体化を進める中で、

金融庁は「検査・監督基本方針」にお

いて、検査・監督に関する基本とな

る考え方を示し、それを受けて金融

機関には自らの特性に応じた対応を

行っていくことを求めています。規

模の小さい金融機関においては人員

が限られていることもあり、自由度

の高さが逆に、「何をすればいいのだ

ろう」と言った戸惑いにつながって

いるところも少なくないようです。

佐々木	 金融庁が示した方針なり

ルールに従っているだけのビジネス

モデルやリスク管理の在り方では、
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歴史が多いのではないかと思いま

す。日本発の国際基準を作成してい

く役割はもっと必要だと思います。

　特に金融は、グローバルで規制の

ハーモナイゼーションが重要な分野

ですので、国際的な基準を作ること

の重要性は増すと考えています。

林	 仮想通貨に関する規制を、日本

がいち早く設けたことによって、海

外から注目されています。

佐々木	 仮想通貨もそうですが、官

民問わず、デファクトスタンダード

になることで、それがまたビジネス

を生んで、国の力にもなります。

林	 GoogleやAmazonは、20

年先を見て、どれだけ投資をする

か、ビジネスを2倍、3倍ではなく

て10倍にするためにはどうする

か、という視点で戦略を練っていま

す。それによって、現在のプラット

フォーマーという地位を確立し、彼

らを中心としたエコシステムを形成

しつつあります。金融もそうしたエ

コシステムの一員として、自分達の

位置づけを真剣に考える時期にきて

いると思います。

　金融機関が保有するデータにして

も、エコシステムの考え方に沿え

ば、例えば、金融庁に報告するため

であるとか、何かのためのデータと

いう区別はなくなるかと思います。

佐々木	 金融庁は、民間の金融機関

などからデータを入手しています。

すなわち、そのデータはある部分で

はビジネスのプロモーションに、あ

る部分はリスク管理やコンプライア

林	 IT業者からしますと、個別につ

くっていただいたほうが収益的に助

かりますが、エコシステムが機能す

ることに力を注がないと、日本の競

争力そのものがなくなりますね。

佐々木	「エコシステム」はまだコ

ンセプチャルな段階だと思いますの

で、それを具体化したり、共通の認

識を形勢していくことが必要です。

当局には、ファシリテーターとして

の役割もありますので、問題を提起

して、それを議論してもらう場を

提供することが必要だと思ってい

ます。

林	 今日、お話させていただいて、

監督者というよりも、日本の金融機

関の将来に向けて非常に多くのこと

を考えて下さっている、という印象

を受けました。

佐々木	 金融行政方針もそうです

が、われわれの仕事の最終的なミッ

ションは、日本の経済成長であり国

民の富の増大です。これはどの省庁

も同じです。そのゴールに向けて、

金融システムの安定、市場の透明性

といった、具体的なビジョンを持っ

てやっています。

林	 本日は、どうもありがとうござ

いました。本当に勉強になりました。

（文中敬称略）

ンスに、更にある部分は当局への報

告のために使われています。原デー

タは同じで、使い道によって加工や

分析方法が異なるわけです。

　そうすると、デジタル化がもっと

進めば、そういうデータをシェア

することも可能なわけです。もち

ろん、情報管理や個人情報の保護と

いった課題はあると思います。それ

をいかにステークホルダーで共有す

るか、そういうエコシステムが必要

ですし、そういうことができる環境

になりつつあるのかなと思います。

　また「RegTech」（レグテッ

ク）という言葉がありますが、それ

には2つの意味があると思います。

一つは、金融機関のコンプライアン

スのためのITで、こちらの意味で

使われるほうが多いかと思います。

もう一つは金融庁などレギュレー

ターにとってのテクノロジーです。

これらは、ある意味でコインの裏・

表だと考えています。金融機関側の

ITイノベーションが進んでいく。こ

れに対応して、金融庁の仕事のやり

方、ITシステムを見直さなくてはい

けません。

　われわれ自身のシステムを構築す

る際、いつもジレンマに感じるの

は、時間がかかり過ぎることです。

まず、民間で何が起きているかを認

識して、それを基にシステムを設計

して開発する。予算の確保も含める

と数年かかってしまいます。

　昔はそれでもよかったのかもしれ

ませんが、1年たったら前のシステ

ムは既に陳腐化しているような時代

に、金融庁が独自のシステムをゼロ

からつくるという発想は、成り立た

ないと思います。

金融セクターにおける
エコシステム
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